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迫る新年度、進級・進学が課題に

　私は2014年から国際協力機構
（JICA）専門家としてミャンマ
ー教育省の政策アドバイザーを務
めている。同国では小中高の自
動・生徒の思考能力や自主性を重
視する児童中心型教育（CCA）
を導入したカリキュラムと教科書
の改訂を進めていた。小学校は
JICAが、中・高校はアジア開発
銀行（ADB）が支援し、17年に
は１年生の教科書と教師用指導書
が刷新された。その後も各学年の
教科書改訂は進み、21年には小
学校の最高学年である５年生分が
刷新される予定だった。だが、コ
ロナ禍で全ての小中高校は昨年か
ら閉鎖し、この教育改革も先が見
えない。
　同国の教育における緊急の課題
は、６月に始まる新年度の進級・
進学をどうするかだ。学校が閉鎖
されたこの一年、遠隔教育も試さ
れたが、電気が十分に行き届いて
いない地域も多く、ほとんどの児
童は授業を受けられていない。こ
のため全児童を進級させずに、同
じ学年をやり直させる案もあるが、
現実的ではない。同国の一学年の
児童数は約100万人に及ぶ。進級
を見送れば、新たに入学してくる
児童を含めて、１年生の数は200

万人に上り、それが持ち上がる。
この規模に対応できる教室や教員
を確保するのは難しい。
　最も現実的な案は、新一年生に
入学を半年間待ってもらいつつ、
その間に今の児童・生徒に一年間
で学ぶ内容を詰め込み、半年後に
次年へ進級・進学してもらうこと
だ。その場合、音楽や体育などは
省き、主要科目（国数理英）に絞
ったカリキュラムとなるが、実現
はなんとか可能だ。
　ただ、この案は一刻も早い学校
の再開が絶対条件だ。軍は現在、
教育大臣には教育省を定年になっ
た局長を就け、教育省幹部にはテ
イン セイン政権時代に教育省で
活躍していた経験者も登用し、小
中高の早期再開に向けた準備を進
めている。大学はデモの拠点にな
ることもあり、現時点で再開のめ
どはたっていないが、医学校や教
員養成校については早期再開を目
指しているという。教育省職員や
教員も、「児童に教育を届けなく
てはいけない」という教育のプロ
としての意識を持って業務に勤し
んでいる。一方で、軍に対する反
発心との間で悩んでいる者も少な
くないようだ。

支援の継続で培われた信頼も

ミャンマーにおける日本の政府

開発援助（ODA）の方針が定ま
らない中、JICA専門家である私
も身動きが取れない状態にある。
協力の方針は早急かつ明確に示し
てもらいたい。その際、念頭に入
れてほしいのは全ての協力事業を
一律に停止・延期してはいけない、
ということだ。事業によっては延
期可能な援助もあるだろう。しか
し、こと教育分野に関しては、裨
益者である子供たちが政治状況に
関係なく日々成長することを忘れ
てはいけない。子供の成長に沿っ
た教育に空白が生じてはならず、
質の高い教育を継続的に届けるた
めの協力は維持されるべきだ。
 日本は、欧米諸国がミャンマー
の軍事政権に厳しい経済制裁を課
した2000年代初めから民政移管
が実現するまでの間も、国費留学
生や人材育成奨学計画（JDS）な
どの教育支援を継続した。だから
こそ、現地では「教育支援＝日
本」というイメージが根付き、現
在の高級官僚の中には日本留学経
験者が多く、両国の信頼関係の礎
にもなっている。
　ODAの継続には諸外国やミャ
ンマー国内から批判が出てくるか
もしれない。しかし日本には今回
も「やらなくてはならない支援は
やる」と腹を括った対応をしてほ
しい。

子供の成長に空白を作るな

ODA案件もスローダウン

　ミャンマーは、当社グループに
とって世界で５本指に入る重要な
国の１つだ。現地法人Myanmar
Koei International Ltd. は正社
員約100人、プロジェクトスタッ
フ約100人を擁し、約80件の契約
案件を進めている。政変が起きた
２月１日以降にも新たに受注した
案件が複数あり、現地情勢を注視
しながら粛々と仕事を進めている。
日本工営本体としても、約60件
の実施中の案件があり、現地に滞
在している約20人の社員が現地
法人とともに仕事をしている。
　２月以降、民間の案件では止ま
ったものもある。輸入手続きに影
響が出て建設資材が入ってこない
ことがあるため、結果として進捗
が遅れているプロジェクトもある。
政府開発援助（ODA）の関連事
業では、せっかく予定の工期より

早く進んでいたのに、労働者やミ
ャンマーの人々にとっては本当に
残念な展開だ。
　ヤンゴン・マンダレー鉄道整備
事も規模が大きいため影響を受け
る可能性もある。鉄道省は職員が
何万人もいるから、CDMや抗議
デモに参加する人も多いようだ。
だが、ヤンゴン環状鉄道改修事業
には毎日、設計や工事の打ち合わ
せをするなど、進んでいる部分も
ある。経済活動が全く止まってい
るような報道と、現地の実情は異
なっている。

新規プロジェクトの行方に懸念

　その一方、これから契約手続き
に入る新しい事業は、政府省庁や
地方都市のカウンターパートが２
月以降、交代したり、不在になっ
たりした事例もあり、悩ましい。
　今後の大きなプロジェクトとし
ては、ヤンゴン近郊に建設が予定
されるハンタワディ新国際空港整
備計画がある。将来伸びるミャン
マーの航空需要に対し、現在のヤ
ンゴン国際空港は手狭になってお
り、新空港の建設が必要になって
いる。当社は2012年からミャン
マー航空局のアドバイザーとして
関与し、建設計画の具体化や運営
権の入札や審査などの業務を担っ
てきた。

　ミャンマー政府はもともと、全
面的に民間資金で実施したかった
が、財務的な困難さから公設民営
方式に転換した。そこでアウン
サン スー チー政権は、日本政府
との間で円借款をベースにした建
設協力を協議していた。
　ところが、政変でミャンマー政
府の大臣らカウンターパートが交
代してしまい、今後の計画が見通
しにくい情勢になっている。もち
ろん将来、新空港が必要なのは間
違いなく、必ず完成させるべきプ
ロジェクトだ。もし、日本の協力
ができなくなった場合、誰がやる
のか、ということになってくる。
　当社は過去、ベトナム戦争など
戦禍の中でも、ベトナムやラオス
で水力発電所建設事業に従事した
が、受注時と完工時で相手国政府
の体制が変わってしまったことも
あった。「どの政治勢力が勝って
も、インフラは国民のために必要
なものだ」と自分たちに言い聞か
せながら、相手国の政治に対して
“ノーサイド・ポリシー”を貫き
通してきた。
　今回も私たちは、ミャンマー国
民のために良い事業には粛々と取
り組んでいく。日本政府とは緊密
な連絡体制をとっており、政策に
よる確実な支援をお願いしたい。
（４月14日時点の情報をもとに執筆）
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危機のミャンマー～政変から読みとる開発課題


